
地域商業・サービス業等振興事業費補助金 実施要綱

（通則）

第１条 地域商業・サービス業等振興事業費補助金の実施については、秋田県財務規則（昭和

39 年秋田県規則第４号）によるほか、この要綱の定めるところによる。

（目的）

第２条 エネルギー等の価格高騰の影響を受けている県内中小企業者の負担軽減を図るととも

に、県民生活への支援につなげるため、中小企業者の団体が実施する消費喚起等の活動に対し

助成することを目的とする。

（定義）

第３条 この要綱において、「中小企業者」とは、「中小企業等経営強化法」（平成 11年法律

第 18 号）第２条第１項に規定する者をいう。ただし、次のいずれかに該当するものを除く。

一 発行済み株式の総数又は出資金額の総額の２分の１以上を同一の大企業が所有するもの。

二 発行済み株式の総数又は出資金額の総額の３分の２以上を複数の大企業で所有するもの。

三 大企業の役員又は職員を兼ねている者が、役員総数の２分の１以上を占めるもの。

２ この要綱において、「大企業」とは、中小企業等経営強化法第２条第１項第１号から第５号

までのいずれかに該当する者以外のもの（会社及び個人に限る。）であって事業を営む者をい

う。

３ この要綱において、「団体」とは、中小企業者等で構成される組織をいう。

４ この要綱において、「更新」とは、自己所有の設備を処分し、新たに自己所有の設備に入れ

換えることをいう。

（補助対象事業者）

第４条 この補助金の対象となる団体は、次に掲げる事項に該当する者とする。

一 構成する事業者の店舗が集積して商店街を形成しており、次に掲げる全ての事項に該当す

る団体。ただし、大企業が運営する施設内に店舗が集積する場合を除く。（以下、「商店街

団体」という。）

（１）商店街の振興を目的とする団体であること。

（２）秋田県内に主たる拠点を有する団体であり、構成する事業者の７割以上が秋田県内に拠

点を有すること。ただし、構成する事業者の３割以上が大企業である場合を除く。

（３）別表１に掲げる法人又はこれに類する団体であること。任意団体の場合は構成する事業

者が 10者以上であること。

（４）代表者及び定款等の定めがあり、１年以上の事業実績があること。

二 同業種の中小企業者等で構成され、次に掲げる全ての事項に該当する団体。（以下、「同

業種団体」という。）

（１）同業種の振興のため、広域的な販売・誘客促進等を目的とした団体であること。ただし

別表２に該当する事業の振興を目的とした団体を除くものとする。

（２）秋田県内に主たる拠点を有する団体であり、構成する事業者の７割以上が秋田県内に拠

点を有すること。ただし、構成する事業者の３割以上が大企業である場合を除く。



（３）別表３に掲げる法人又はこれに類する団体であること。任意団体の場合は構成する事業

者が 10者以上であること。

（４）代表者及び定款等の定めがあり、１年以上の事業実績があること。

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する団体は、補助金の交付対象としな

い。

一 国税又は地方税の滞納がある団体。ただし課税庁が認めた納入計画を立てているものを除

く。

二 団体及び構成する事業者並びにこれらの役員が、暴力団等の反社会的勢力に該当又は反社

会的勢力と関係を有する団体。

三 年度内に申請日以前に本補助金の採択を受けている団体。

（補助対象事業）

第５条 補助金の対象となる事業は、秋田県内で実施する次に掲げるいずれかの事業とする。

一 県内消費喚起のために行うプレミアム商品券の発行又は商品・サービスの値引き等に係る

事業（値引き事業）

二 県内消費喚起のために行う集客促進事業（集客事業）

三 事業者の負担軽減のために行う団体所有設備の省エネ設備への更新事業（省エネ設備更新

事業）

四 その他、知事が必要と認める事業（その他事業）

２ 前項第３号に該当する事業は、前項第１号又は第２号に該当する事業と併せて実施しなけれ

ばならない。

（補助対象経費等）

第６条 補助金の算定に係る補助対象経費、補助率、補助限度額は別表４のとおりとする。

２ 補助金の額に 1,000 円未満の端数があるときは、これは切り捨てる。

（補助対象期間）

第７条 補助対象期間は、交付決定日から令和７年１月 31日までとする。

２ 前項の規定に関わらず令和６年５月 31 日までに行う申請は、令和６年２月１日から令和６

年３月 31 日の期間を補助対象期間に加えることができる。

（交付申請等）

第８条 申請団体は、補助金の交付を受けようとするときは次に掲げる書類を知事に提出するも

のとする。ただし、連携計画書（様式第２号）は、申請団体が２団体以上連携して申請する場

合（以下、「連携申請」という。）のみ提出するものとする。

一 様式第１号 補助金等交付申請書

二 様式第２号 連携計画書

三 様式第３号 団体概要書兼誓約書

四 様式第４号 事業計画書

五 様式第５号 収支予算書

六 その他、知事が必要あると認めるもの

２ 連携申請する場合、補助金に係る申請及び経理を行う代表団体を定めて申請を行う。このと



き、団体概要書兼誓約書（様式第３号）については連携する全ての団体について提出するもの

とする。

３ 前項の申請に係る連携先は、本要綱の運用期中に変更することができない。

４ 補助事業者は、第１項の補助金の交付の申請をするに当たって、当該補助金に係る消費税及

び地方消費税に係る仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のう

ち、消費税法（昭和 63 年法律第 108 号）の規定により仕入れに係る消費税額として控除でき

る部分の金額及び当該金額の合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下「消費税等仕入控

除税額」という。）を減額して交付申請しなければならない。ただし、申請時において消費税

等仕入控除税額が明らかでないものについては、この限りでない。

（交付の条件等）

第９条 知事は、補助金の交付を決定するに当たっては、財務規則第 249 条の規定により、次に

掲げる事項について条件を付するものとする。

一 補助金を目的以外に使用しないこと。

二 次に掲げる場合は、予め知事の承認を受けること。

(１) 総事業費の 20％を超える増減がある場合

(２) 補助金所要額が交付決定額を超える場合

(３) 補助金所要額が交付決定額の 20％を超える減額となる場合

(４) 補助事業を中止し、又は廃止する場合

三 補助事業が予定の期間内に完了しないとき、又は事業の遂行が困難になったときは、

速やかに知事に報告し、その指示を受けること。

四 法令その他の関係規定を遵守するとともに、知事の指示及び命令事項を確実に履行するこ

と。

２ 前項第２号の規定による知事の承認の申請は、次に掲げる申請書によるものとする。

一 様式第７号 補助事業等変更承認申請書

二 様式第９号 補助事業等中止（廃止）承認申請書

３ 第１項に掲げるもののほか、知事が必要と認める事項については、別に条件を付するものと

する。

（交付決定通知等）

第 10条 財務規則第 250 条の規定による補助金等の交付の決定の通知は、補助金等交付決定通

知書（様式第６号）によるものとし、財務規則第 252 条の規定による変更交付決定の通知は、

補助金等交付決定変更書（様式第８号）によるものとする。

２ 知事は、前条第２項第２号による申請書を受けた場合において、申請書の書類の審査及び必

要に応じて行う現地調査等により、その申請に係る補助事業等の状況を確認し、不適当である

場合を除き補助事業等中止（廃止）承認書（様式第 10 号）を交付するものとする。

（債権譲渡の禁止）

第 11条 補助事業者は、第９条第１項の規定に基づく交付決定によって生じる権利の全部又は

一部を知事の承諾を得ずに、第三者に譲渡し、又は承継させてはならない。



（実績報告等）

第 12条 補助事業者は、補助事業が完了したとき又は第 10条第２項の規定による補助事業の中

止又は廃止の承認を受けたときは、その日から起算して 30 日を経過した日又は令和７年１月

31 日のいずれか早い日までに次に掲げる書類を知事に提出しなければならない。

一 様式第 11 号 補助事業等実績報告書

二 様式第 12号 事業実績書

三 様式第 13号 収支精算書

四 様式第 14 号 費用明細書

五 その他、知事が必要あると認めるもの

２ 補助事業者は、第８条第４項ただし書の規定により交付申請した場合は、第１項に掲げる書

類を提出するに当たり、補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかな場合には、これを減額

して報告しなければならない。

（補助金の経理等）

第 13条 補助事業者は、補助事業に係る経理等について、常にその収支を明確にした証拠書類

を整理し、かつ、これらの書類を最後の交付決定があった日の属する年度の終了後５年間保存

しなければならない。

（補助金の額の確定）

第 14条 知事は、第 12条の報告を受けた場合には、報告書等の書類の審査及び必要に応じ

て現地調査等を行い、その報告に係る補助事業の実施結果が補助金の交付の決定の内容（第

10 条第２項に規定する承認をした場合は、その承認された内容）及びこれに付した条件に適

合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、すでに行った交付の決定の変更を要

するときは、第 10 条の例により通知するものとする。

（補助金の支払）

第 15条 補助金は、前条の規定により交付すべき補助金の額を確定した後に支払うものとす

る。ただし、必要があると認められる経費については、概算払をすることができる。

２ 補助事業者は、前項の規定により補助金の支払を受けようとするときは、請求書（様式第

16号）を知事に提出しなければならない。

３ 財務規則第 258 条第３項及び第４項の規定により概算払をすることができる補助金等の限度

額は交付決定額の 10分の 10 以内とし、補助金の概算払を受けようとする補助事業者は、補助

金概算払申請書（様式第 17 号）に請求書を添えて提出するものとする。

（消費税等仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還）

第 16条 補助事業者は、第８条第４項ただし書の規定により交付申請した場合は、第 12 条第１

項に掲げる書類を提出した後に、消費税の申告により補助金に係る消費税等仕入控除税額が確

定し、返還すべき額が生じた場合には、速やかに消費税及び地方消費税額の確定に伴う報告書

（様式第 18号）を用いて知事に報告しなければならない。

２ 知事は、前項の報告があった場合には、補助事業者に対し当該消費税等仕入控除税額につい

て期限を定めて返還を命ずるものとする。

３ 前項の消費税等仕入控除税額の返納期限は、当該命令のなされた日から起算して 20日を経

過した日とし、期限内に納付がない場合は、未納に係る金額に対して、その未納に係る期間に

応じて財務規則第 260 条第１項に定める率で計算した延滞金を徴するものとする。

（補助金の返還）

第 17条 知事は、補助事業者が次の各号の一に該当する場合は、補助金の交付の決定の全部又

は一部を取消し、その取消しに係る部分に関しすでに補助金が交付されているときは、期限を

定めて返還を命ずるものとする。



一 補助金を他の目的に使用したとき。

二 提出書類の記載事項に虚偽があるとき。

三 補助事業の施行方法が不適正であるとき。

四 前各号に掲げるもののほか、この要綱の規定又は交付の条件に違反したとき。

２ 知事は、第 14条の規定により確定した交付の決定額が、すでに交付した補助金の額に満た

ないときは、その決定額を超える部分について期限を定めて返還を命ずるものとする。

３ 前２項に規定する返還については、前条第３項の規定を準用する。

（財産の管理等）

第18条 補助事業者は、補助対象経費（補助事業の一部を第三者に実施させた場合における対応

経費を含む。）により取得し、又は効用の増加した財産（以下「取得財産等」という。）につ

いては、補助事業の完了後においても、善良な管理者の注意をもって管理し、補助金の交付の

目的に従って、その効率的運用を図らなければならない。

２ 補助事業者は、取得財産等について、取得財産等管理台帳（明細表）（様式第15号）を備え管

理しなければならない。

３ 補助事業者は、当該年度に取得財産等があるときは、第12条第１項に定める書類に取得財産

等管理台帳（明細表）（様式第15号）を添付しなければならない。

４ 知事は、補助事業者が取得財産等を処分することにより収入があり、又はあると見込まれる

ときは、その収入の全部若しくは一部を県に納付させることがある。

（財産処分の制限）

第 19条 財務規則第 261 条の規定により、知事の承認を受けなければ処分することができない

財産は、補助事業により取得した財産及び効用の増加した財産のうち、取得原価が 50万円以

上の財産とする。ただし、当該補助事業の完了後、減価償却資産の耐用年数等に関する省令

（昭和 40 年３月 31 日大蔵省令第 15 号）に定める期間を経過した財産については、同条の規

定は適用しないものとする。

２ 前項の規定による知事の承認の申請は、取得財産目的外処分承認申請書（様式第 19号）に

よるものとする。

３ 知事は、前項の承認をする場合に、当該財産を取得するために支出した経費の中で、当該財

産に係る補助金の額の占める比率を乗じて得た額を上限として、納付（補助金の返還）を補助

事業者に対して命ずることができる。納付額に関しては、下記のとおりとする。

一 補助事業者に財産の処分による収入金があったとき、当該収入金又は当該財産の残余価格

のいずれか高い額に対して当該財産に係る補助金の額の占める比率を乗じて得た額を上限と

する。

二 補助事業者に財産処分による収入金がないときは、当該財産の残余価格に対して当該財産

に係る補助金の額の占める比率を乗じて得た額を上限とする。

（調査等）

第 20条 知事は、補助金に係る予算の執行の適正を期するため必要があると認めるときは、補

助事業者に報告をさせ、又は職員をして帳簿書類その他の物件を調査させることがある。

（協議）

第 21条 補助事業者は、自らの責めに帰さない理由により、補助事業計画の遂行に支障が生じ

た場合は、その取り扱いについて、知事と協議し、承認を得なければならない。



（その他）

第 22条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。

附 則

この要綱は、令和６年２月１日から施行する。

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。



別表１（第４条関係）

別表２（第４条関係）

（平成２５年１０月改訂「日本標準産業分類」による。）

別表３（第４条関係）

法人の種類 法律

商店街振興組合 商店街振興組合法（昭和３７年法律第１４１号）

事業協同組合 中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第１８１号）

１ 農業、林業（大分類Ａに含まれるもの。ただし、農業サービス業、園芸サービス業、素材

生産業および林業サービス業は除く。）

２ 漁業（大分類Ｂに含まれるもの。）

３ 金融・保険業（大分類Ｊに含まれるもの。ただし、保険媒介代理業および保険サービス業

は除く。）

４ 医療・福祉（大分類Ｐ）の医療業のうち、病院（小分類８３１）、一般診療所（小分類８

３２）、歯科診療所（小分類８３３）

５ 医療・福祉（大分類Ｐ）の社会保険・社会福祉・介護事業（中分類８５）

６ 以下のサービス業

⑴ 「風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律」（昭和２３年７月１０日、法律

第１２２号）第２条第１項第４号若しくは第５号に規定する風俗営業又は同条第５項に規

定する性風俗関連特殊営業

⑵ 競輪・競馬等の競走場、競技団（小分類８０３に含まれるもの。）

⑶ 場外馬券売場等、競輪競馬等予想業（細分類８０９６に含まれるもの。）

⑷ 興信所（専ら個人の身元、身上、素行、思想調査等を行うものに限る。）（細分類７２

９１に含まれるもの。）

⑸ 集金業、取立業（公共料金またはこれに準じるものは除く。）

⑹ 易断所、観相業、相場案内業（細分類７９９９に含まれるもの。）

⑺ 宗教（中分類９４に含まれるもの。）

⑻ 政治・経済・文化団体（中分類９３に含まれるもの。）

法人の種類 法律

事業協同組合

事業協同小組合

協同組合連合会

企業組合

中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第１８１号）

協業組合

商工組合

商工組合連合会

中小企業団体の組織に関する法律（昭和３２年法律第１８５号）

生活衛生同業組合
生活衛生関係営業の運営の適正化及び振興に関する法律（昭和３２

年法律第１６４号）



別表４（第６条関係）

補助対象経費は、次のうち補助対象事業実施のために必要な経費とする。

補助対象経費

報償費 芸能者等の公演に対する謝金 等

旅費 芸能者等を招聘するための交通費、宿泊費 等

広告宣伝費 広告するための経費

印刷製本費 プレミアム商品券等の印刷のための経費

消耗品費 税込み単価３万円未満の消耗品費

通信運搬費 ハガキ等の郵送、景品送料 等

委託費 他の事業者に委託するために必要な経費

使用料及び賃借料 会場使用料、設備使用料 等

負担金 プレミアム商品券上乗せ分の経費、値引・割引

額、抽選会の景品代 等

人件費 新たに臨時又は日雇で雇用する者の人件費

その他知事が必要かつ適

当と認める経費

補助対象経費（ただし、省エネ設備更新事業のみ対象とする。）

機械器具等導入費 新規導入される省エネ設備の購入費用

工事・撤去・処分費 省エネ設備更新に伴い発生する工事・撤去・処

分費

補助率 10分の 10以内

補助限度額 構成する事業者数が 50者以上の団体 500万円
構成する事業者数が 30者以上 50者未満の団体 300万円
構成する事業者数が 30者未満の団体 200万円
連携申請する場合の補助限度額は、全団体の補助限度額を合算した額とする。


